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高齢者の生活機能に関する評価尺度の検討
ー身体機能・ AOL・ IADL ・認知機能 •QOL に関する評価尺度

の先行研究レビュー一

鈴木功子，金子守恵

はじめに

日本では，高齢者の心身の機能低下を予防することや機能改善を日的とし，

評価尺度を活用して，高齢者の日常生活での滴応状況を客観的に判断すること

に関心が寄せられてきた． WHO[1984]は，「高齢者の健康は，生死や疾病の

有無ではなく，生活機能の自立の度合いで判断すべきである」と掲げている．

人びとは， 自分の健康状態をどのようにとらえて， どのようなことを理由に健

康であると判断するのだろうか．厚生労働省による「国民生活基礎調査」 [2019]

では，およそ 86.9％の人が健康であると認識している．この割合は，年齢が下

がるほど高く，年齢が上がるほど低い傾向にあったが， 65歳以上を対象として

も75％ほどの人が健康と認識し，顕著な差異はなかった．また，同省による「健

康意識に関する調査」 [2014]では，健康であると判断する際に重視した事項

として，身体的な要素にくわえて，精神的な要素や社会的な要素を回答する者

もいた．これらの結果から，傷病だけが健康の価値基準ではなく，精神的・社

会的な面を考慮して，人びとは自己の健康観を解釈している［中山 2020].

高齢期には，老化を基盤としてさまざまな障害や疾病が生じやすくなり，地

域在住高齢者の日常生活行動低下は，加齢，基礎身体機能，生活習慣病，主観

的健康観などの心理的因子，外出，仕事，余暇活動など幅広い分野との関係が

ある［田平 2017]．老いをめぐる間題は，老いの様式が社会や文化によって，

また個人によって差異があるものの，一部の人だけの間題ではなく，人間すべ

てに関わる問題である［浮ケ谷2010].

高齢者の生活機能の低下を検討するときに， Oliver[ 1996]のつぎの指摘は

参考になる．彼は，障害は社会の産物であるという考え方を提起し，障害とは，

個人的な限界というよりもむしろ組織化されたものであると述べる．

筆者がフィールドワークを行なっているエチオピアでは，人びとは社会的紐

帯のなかで生活を営んでいる．そこで出会った高齢者や障害者は，近隣住民や

親戚との助け合いもしくは相互扶助組織を介した助け合いによって，生活をし

ていた．「なにかをする（できる）」ことは，必ずしも「1人でする（できる）」

ことを前提にはしていない．
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本論では， 日本における高齢者の日常生活での適応状況を把握するために行

なわれた先行研究をもとにして，高齢者の生活機能に関する評価尺度について

検討する．はじめに，先行研究の選定方法および選定した論文（以下，選定論

文）を検討する際に着目した点について提示する選定論文で取り上げている

調査結果をもとに， 5つに分類した高齢者の生活機能およびそれぞれの機能評

価のために使用された尺度について概観する．さらに，選定論文が取り上げて

いる評価尺度について， 4点（分類した生活機能の内容，評価尺度が既存のも

のか改変されたものか，高齢者の生活拠点，高齢者の生活機能を評価する主体）

を検討しながら，その課題を提示する．さいごに，選定論文から得られた知見

をまとめ，その知見を参照点としながら，コミュニティ（地域）で生活する人

びとの生活機能を評価することに対する問題提起と今後の展望を述べる．

先行研究の選定方法および検討内容

本論では， 17件の論文を検討した（資料 l)．はじめに，グーグルスカラー

を利用し，「高齢者」「評価尺度」をキーワードにして，評価尺度をもちいた高

齢者の生活機能の実態調査に関する論文を検索した． 1991年から 2020年まで

の30年間に学術雑誌に掲載された論文のうち，高齢者が対象者である 20件の

論文を抽出した（医療従事者など高齢者にケアを提供する者を対象とした研究

論文を除いた）．くわえて，それらのうち対象者数が 100人以上の量的調査を

実施した論文に絞った．それぞれの論文では，研究者によって分類した生活機

能の呼称が異なるため，同義もしくは類義の調査内容ごとに分類した（表 1).

本論では，選定した 17件の論文（以下， 17選定論文）を対象にし，以下の

4点に着目して高齢者の生活機能に関する調査の全体像を把握することを試み

た．はじめに，高齢者の生活機能を 5つに分類したうえで，評価尺度が数多く

開発されていること［出村ほか 2006]に着目し選定論文でもちいられた評価尺

度が既存のものか改変・開発されたものかを検討し，さらに，高齢者の主な生

活空間がコミュニティ（地域）もしくは入所施設のいずれかであることに留意

して調査結果を整理した．さいごに，高齢者の生活機能を評価する主体に着目

し，評価者が高齢者自身もしくは第三者であるかに留意して評価尺度をめぐる

問題群を整理した．

5つの生活機能と評価尺度： 17件の研究事例

17選定論文では，高齢者の生活機能を 5つの点（「身体機能」「ADL」「IADL」

「認知機能」「QOL」）に着日して，評価基準を検討していた．

「身体機能」評価では，実測値の測定と自己認識の調査が行なわれていた（表1;



高齢者の生活機能に関する評価尺度の検討 17 

表 1.17選定論文と 5つの生活機能

文献
掲載年 身体機能 ADL IADL 屁知機能 OQL 

No 

1 1991 

゜
0 

゜2 1994 0 | 

゜3 1999 

゜ ゜4 2000 

゜5 2000 

゜ ゜ ゜6 2000 。
7 2000 

゜8 2002 

゜
。

， 2003 
゜10 2006 

゜ ゜ ゜ ゜ ゜11 2009 a 

゜
0 

゜12 2009 

゜ ゜ ゜13 2009 

゜14 2010 

゜15 2010 0 

゜16 2012 

゜ ゜17 2014 

゜ ゜
文献No.5, 10, 11, 12, 15, 17)．実測値の測定では，文部科学省もしくは厚

生労働省が定める体カテスト（握カ・大腿四頭筋カ・長座体前屈・開眼片足立ち・

上体起こし •6 分間歩行距離など）にくわえて，運動や身体活動の強度の単位

である METs(The Metabolic Equivalent of Task)の測定，聴力検査が実施されて

いた．自己認識を問う調杏では，体力自己評価や運動実施状況について，高齢

者自身による自記式のアンケート調査が実施されていた．

「ADL(Activities of Daily Living)」では，晶本的な日常生活動作の自立度

を評価する．代表的な ADL尺度としてはバーゼル・インデックス (Barthel

Index)やカッツ・インデックス (KatzIndex) などがあり［細川ほか 1994], 17 

選定論文ではバーゼル・インデックスを使用もしくは改変して調査が行なわれ

ていた．バーゼル・インデックスは，食事・移乗・整容・トイレ動作・入浴・

歩行・階段昇降•更衣・便禁制・尿禁制の 10 項目からなる重みづけ評価尺度

である．各項日は自立度に応じて， 0～5, 0~  10，または 0~15の得点が与

えられる．全項目が自立なら 100点となり，逆に全項目が介助であれば0点と

なる（表 1;文献No.1, 2, 3, 4, 5, 6, 7, 10). 

「IADL(Instrumental ADL)」では，所与の生活環境に自立的に適応するため

の基本的な活動の能力を評価する． ADLよりも複雑な生活能力としての行動の

ことで，社会生活をおくるための能力の自立度をあらわす． 17件選定論文では，

Lawton理論 [Lawton& Brody 1969] をもとに，古谷野ほかが開発した自記式の

高齢者用生活機能評定尺度である老研式活動能力指標 [1987] を使用もしくは
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改変して調査が行なわれていた．この評価尺度は，手段的自立（バスや電車で

の外出，日用品の買物など 5項日），知的能動性（年金の書類を書く，新聞を読

むなど 4項目）および社会的役割（友人の家を訪間する，家族・友人の相談に

のるなど 4項目）の 3因子 13項目からなる．すべての項目に応じて「はい」「い

いえ」の 2件法で回答し，可能得点範囲は 0~13点で，得点が高いほど活動

能力が高い．

「認知機能」評価では，複数の評価尺度がもちいられていた．簡易認知機能

検査 (Mini-MentalState Examination : MMSE) は， 1対 1の個別面談形式による

スクリーニングテストであり， 11項日の質間（時間の見当識，場所の見当識，

即時想起，計算，遅延再生，物品呼称，文の復唱， 口頭提示，書字提示， 自発

書字，図形模写）から構成され 30点満点で評価する［刀ほか 2010]. 27,......, 30 

点で異状なし， 21点以下であれば認知症の疑いが強いと判断される．そのほか，

HDS-R (Hasegawa's Dementia Scale-Revised :改訂長谷川式認知症スケール），

TMT-B (Trial-Part B；注意の選択機能を視覚的に評価），ファイブ・コグ検査（日

本人用に作成された評価尺度の 1つ， 5つの認知要素（記憶・学習，注怠，言語，

視空間，思考）から構成されている）が行なわれていた．また，重度の認知機

能障害が認められる高齢者を除外するために，対象者の選定基準としてももち

いられる場合があった（例：MMSEが20点未満などの高齢者は対象から除外）．

「QOL(Quality of Life)」に関しては，出村ほか [2006]は，従来の研究では，

医学の分野と老年学および社会心理学の分野で主にすすめられ，さまざまな理

論的研究や尺度開発がなされてきた．歴学の分野では，医療（治療や医療保健

福祉面のケア・サービス等）の効果を測定する目的で，健康を客観的または主

観的尺度により測定することを目的とした健康関連 QOL尺度が検討されてき

た．一方，老年学および社会心理学では，生活満足度やモラール，主観的幸福感，

生きがいといった概念をもちいて， 日常生活や人生全体に対する主観的な満足

度や充実度を測定する試みがなされてきたと指摘する［出村ほか 2006: 104]. 

17選定論文では， QOLに関わる項目として，生活満足度・生きがい感・人間

関係に関する満足・自己肯定感を評価していた．評価尺度では，視覚アナログ

尺度 (VisualAnalogue Scale : VAS) を使用し，高齢者自身に回答してもらう自

記式を採用していた．そのほか，心身の状態に対する主観的な評定を測定する

健康関連 QOL(Health-related QOL : HRQOL)尺度や抑うつ度を評価する GDS

短縮版（ ・Geriatric Depression Scale Short-version) かもちいられていた．

選定した論文の特徴

(1)高齢者の生活機能でとくに着目されている機能： ADL, IADL, QOL 

17選定論文のなかで，高齢者の 5つの生活機能のうち評価尺度をもちいて
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もっとも調査されていたものはQOL(10件）で，ついでADL(8件）， IADL(7 

件），身体機能 (6件），認知機能 (4件）であった（表 1).7件は 1つの機能

に絞っており， 3件が ADL, 1件が IADL,3件が QOLについて調査していた．

ほかの 10件は，複数の機能を組み合わせた調査だった．認知機能と身体機能

については，ほかの機能を調査する項目と組み合わせて実施していた．たとえ

ば，身体機能の調査は，高齢者が運動を行なうことと ADL成就との関係性［佐

藤ほか 2000]や心理機能との関係性［村田ほか 2009] を検討するためなど，

ほかの機能との関連性を検討するために実施されていた．選定論文の掲載年に

そって経時的に検討すると， 2000年を境にして基本的な日常生活行動 (ADL)

に閲する調査から，社会的活動 (IADL)や高齢者自身による主観的健康観 (QOL)

に関する調査へと移行していることがうかがえる．岩瀬ほか [2014]は，高齢

化がすすんだ社会では，生命の量（長寿）より，生活の質 (QOL)が重視され

るよう変化していると指摘している．

(2)高齢者の生活機能の評価方法：既存の評価尺度と開発された評価尺度

17件選定論文のうち，前章で述べた高齢者のADL,IADL, QOL評価について，

既存の尺度を使用した研究が 6件（表 1;文献No.9, 10, 11, 12, 15, 17), 

既存の尺度を改変して独自に開発した尺度を使用した研究が 11件（表 l；文献

No. 1, 2, 3, 4, 5, 6, 7, 8, 13, 14, 16) あった．後者の 11件では，調査結

果を提示することにくわえて理論的もしくは実証的にその信頼性や妥当性につ

いても検証している．中里ほか [1991]は，従来の研究では，高齢者の障害や

問題行動といった否定的・消極的な側面に留意して，評価尺度の多くが活用さ

れており，改善の余地があることを指摘している．細川ほか [1994]は，既存

の評価尺度が ADLとくに身辺整理や移動に偏り，項日の得点の高さと自立生

活の可能性とが必ずしも一致していないことを指摘している．山崎ほか [2010]

は，地域高齢者の外出に関する評価尺度が現状では存在しないため，評価尺度

を考案・検討している．このように，高齢者の ADL,IADL, QOLなどの評価

に有効な尺度の作成を試みる研究が多く行なわれてきた．

(3)高齢者の生活拠点：地域社会で生活すること

17選定論文のうち，コミュニティ（地域）に居住する在宅高齢者を対象と

した研究は 14件（表 1;文献No.2, 4, 5, 7, 8, 9, 10, 11, 12, 13, 14, 

15, 16, 17)，介護施設・医療施設に入所している高齢者を対象とした研究は3

件だった（表 1;文献No.1,3, 6). 

先行研究では，在宅高齢者とは，居住する地区が主宰するイベントや大学の

講義を受講している高齢の学生，生涯学習センターの利用者（表 l；文献No.4,

16)，地方自治体が実施主体となり介護予防モデル事業に参加した高齢者（表 1;
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文献No.10) をさす．調査では，健康で自立した日常生活を営んでいることが

前提になっていた．文献No.9, 15, 17では，一般内科を受診した外来患者（慢

性疾患などの臨床的条件を満たす者），介護保険の適用がない高齢者， MMSE20

点未満（重度の認知障害が認められない）でかつ腰痛のない高齢者を在宅高齢

者ととらえて調査対象にしていた．

(4)生活機能を評価する主体：高齢者による主観的評価と第三者による客観

的評価

17選定論文では，高齢者の生活機能を評価する主体は，第三者（地方自治

体職員，医療介護従事者）が高齢者の生活機能を測定・観察する場合と，高齢

者自身が自己評価をする場合の 2通りあった．とくにコミュニティ（地域）で

暮らす高齢者を対象とした調査では， 2000年以降，研究目的に「QOL」「自己

実現」「自己効力感」「主観」「自覚」という単語が含まれるようになり，高齢

者自身による主観的な認識を調査する傾向があった．出村ほか [2006]による

高齢者の QOLについて検討した論文では，個人の状態および個人を取り巻く

状況には客観的に測定されるものと，主観的に測定されるものがあることを指

摘している．

(5)高齢者の生活機能の調査方法に関する考察と課題

出村ほか [2000]は， ADLについて，加齢変化および体力実測値との関係，

および健康度・体力自己評価・運動実施状況との関係について，自己の健康お

よび体力に関する評価が高い者ほど実際の ADL能力も高い傾向が認められた

と指摘している（表 1;文献No.5)．岩瀬ほか [2014]は， QOLを総合的に評

価したうえで各種身体機能との関係について，身体機能と QOLとの関係は，

主観的健康観のみ優位な相関が認められ，社会参加活動をとおして他者との交

流機会が増え，仲間同士の情緒的・手段的サポートの授受により心理的安定が

得られた結果，生活満足度が高くなると指摘している（表 1;文献No.17)．出

村ほか [2000]は，基本的ADLをもちいた指標に，より難易度の高い IADL（手

段的ADL)項目をくわえることにより， 日常生活動作能力を 1つの指標によっ

て評価できる点で有効であり，実用性においては項目数が少ない方が良いと指

摘している（表 1;文献No.6). 

田中ほか [2006]は， IADLは， ADLに比較して文化や習慣に影響をより強

く受けるので，調査地域とは異なる特徴をもつほかの地域でも同様の調査が必

要であると指摘している（表 1;文献No.10)。細川ほか [1994]は，横断的

な研究のため，縦断的な研究（身体活動量の低下など）により，高齢者の身体

活動量が低下する原囚について検討が必要であると指摘している（表 1;文献

No. 2). 
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おわりに：まとめと今後の展望

はじめに高齢者の生活機能の評価尺度に関する先行研究の選定方法を示し

た． 17選定論文のなかで高齢者の生活機能を評価するためにもちいられた評価

尺度を整理するとともに，その評価尺度が既存のものか改変•関発されたもの

か，高齢者の生活拠点，評価する主体が高齢者自身か第三者であるかを検討し

た．

生活機能のなかでも，とくに ADL, IADL, QOLに着目した調査が行なわれ

ていた． 1つの機能について調査を行なう研究 (7件）もあれば，これらの機

能の関係性を検討するために複数の機能についての結果を組み合わせて検討し

ている調査もあった (10件）．これらの高齢者の機能を判断する際に使用した

評価尺度は，従来から使用されているものを使用する場合 (6件）と，研究日

的に応じて研究者が既存の尺度を改変・開発する場合 (11件）があった．調査

対象者は，主にコミュニティ（地域）を生活拠点として自立した生活を営むこ

とを前提とした高齢者が多く (14件），医療・介護専門職者の介入が必要な施

設に入所している高齢者は少なかった (3件）．調査内容によっては，高齢者の

生活機能の評価者が，客観的に評価する第三者である場合と，主観的認識を評

価するために高齢者自身である場合があった．

1990年代初頭からは，高齢者の生活の健康的な側面を評価するために，既

存の評価尺度を改変・開発して，新たな尺度を試作しつづけていることがあき

らかになった． 2000年頃には，高齢者自身による健康度の自己評価，主観的な

健康観を評価することを目的とした研究が行なわれていた．高齢者の生活機能

については， 日常生活で「自立」しているか否かが着目され， 自立度の評価も

しくは自立度の改善を目指すための判断基準として尺度が使用されていた．

本論で取り上げた論文では，高齢者が生活のなかで「自立」して行動する（で

きる）ことに着目し， 1人で行動する（できる）ことと前向きな自己認識との

関係性について指摘されていた．筆者が対象とする調査地域では， 1人で行な

うことが困難でも，周囲の人びとの助けを得られれば生活できる人びとがいる．

今後は，先行研究から得られた知見をもとに，社会的な紐帯のなかで生活でき

るということをふまえたうえで，人びとの生活機能に関する簡易評価尺度の改

訂に取り組みたい．
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資料 1.選定論文リスト

且
調査対象者

文 発 論文
目的献 著者 表 論文クイトル

悶
（何を評佃しようとしているか） 生活拠点 評価者

No. 年
開発） 年齢悶 （地域／

入所）

中里 尚齢者のための行動評価表の
日本老 忘齢者の日常生活での適応状況

80歳 施設職員
I ほか 1991 作成

年医学 閲発 を他者により客銀的に測定する
前後

280 入所
（介護者）

会雑誌 行動評価表を作成

リハビ
在宅生活における機能的状態を

2 細川 1994 
拡大ADL尺度による機能的状 リテー

開発 評価する指標として，拡大ADL
65~ 
2,591 地域 本人

ほか 態の評価(I)地域甜齢者 ション 90歳
医学

を構成

本人，

日本公
要介助高齢者の日常生活動作能 入所 施設職員

出村
1999 
要介助高齢者の日常生活動作

衆衛生 開発
カの評価に有効なAOL尺度を作 60~ 

466 
（要介助，寝 （作業療法

3 ほか 能力評価票の作成
雑誌

成し，尺度の一次元性および有 98歳 たきり除 士，理学療

効性を検討 く） 法士，看護

婦ほか）

佐藤
在宅高齢者のためのAOL調査

体育学
健常な在宅高齢者の動作能力評 60~ 

4 ほか 2000 票の作成：有効な調査項目お 研究
凋発 価の有効な動作（項目群）および

89歳
2,100 地域 本人

よび評価尺度の提案 その多段階評価尺度を提案

ADL12項目について，信頼性，実
証的妥当性（加齢変化および体

出村 在宅高齢者のための日常生活 体力科
力実測値との関係），および外的

65歳
5 ほか 2000 動作能力調査票の作成 } 子~ 開発 要因（健康度・体力自己評価，運 以上

5,715 地域 本人

動実施状況）との関係について
検討し本調査票の有効性をあき
らかにする

入所
（補助具不

施設入所高齢者を対象とした一
要者，杖．

施設職員
出村
2000 
施設入所高齢者のための日常

日衛誌 凋発 次元尺度に基づくADL尺度を作
60~ 

603 
歩行器使用

（作業療法6 ほか 生活動作能力評価尺度の提案
成

94歳 者，車椅子
士，看護婦）

使用者，移

動不可能
者）

高齢者・障害者を対象とした浴
地域

日本建 室改造において，改造工事実施
（要介護高

理学・作業
権本
2000 
動作能力に応じた入浴動作と 築学会

開発 前後の動作変化をとらえる評価 150 
齢者， 1級／2

療法士，研7 ほか 浴室改造項目の尺度化 計画系
手法の確立に向けて，評価尺度

級涼害者手
究者論文集 帳をもつ身

の作成を試みる
体障害者）

地域高齢者のための総合的，基

太田
2002 
地域蘭齢者のためのQOL質問 日本公

凋発
本的かつ簡便なQOLの質間票の 65歳

2,944 地域8 ほか 票の開発と評価 衛誌 試作し，その妥当性について検 以上

討
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生活機能（カッコ内の数字は調査項目数）

身体機能 ADL IADL 認知機能 QOL 

対人関係(12)：親しい同僚の有

見守り，食事内容，食事介助，着 施設仕事の手伝い，他者との共
無，同僚を自発的に助ける，介

替え，尿便失禁，歩行障害，身だ 同作業，趣味，読むこと，見る関
護への協力，挨拶，他者といる

しなみ，入浴，洗濯，整理整頓，活 く，見方聞き方，ゲームをする，
と楽しそう，他者の行為に関

動性(9) 外出（買物・散歩），日中の横臥
心を示す，自発的に同僚・職

員と会話する，ホームの行事
に参加するほか

食事，移乗，整容，トイレ動作，入 バスや電車での外出，日用品の

浴，水平歩行，階段昇降，更衣，便 買物，食事の用意，請求書の支

禁制，尿禁制 払い，預貯金の出し入れ

姿勢変化保持動作(4)，行為動作
(3),トイレ動作(2)，入浴動作(2), 健康度自己評価，
手指動作(2)，歩行動作(2)，移動 体力自己評価
運搬動作(2)

移動系動作(7)，操作系動作(2),

平衡系動作(4)，姿勢変換系動作
(2) 

歩く，走る，溝を飛び越える，階
文部省新体カテスト：握力，長座 段歩行，起立，開眼片足立ち，乗

健康度自己評価，
体前屈，開眼片足立ち，上体起こ り物内立位保持，ズボン，シャ

し， 10m歩行ほか ツ，布団上げ下ろし，運搬，上体
体力自己評価

起こし(12)

移動(2)，階段昇降(I)，起居・姿

剪保持(6)，入浴（4),トイレ(3)，更
衣(4)，整容(3)，食事(2)，その他

(2) 

（高齢者・障杏者の入浴動作に
限定）

生活活動力：バスや自転車を 健康滴足感：健康だと感じてい
使って一人で外出できますか ますかほか
， 日用品の買い物が自分でで 人的サポート満足：回りの人と
きますか，食事の支度ができ うまくいっていますかほか
ますか，金銭の管理・計算が 経済的ゆとり満足感：ある程度
できますか，身の回りのこと のお金に余裕がありますかほ
は自分でできますか か
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自立麻齢者における老研式活
在宅高齢者の生活撓能の変化を，
老研式活動能力指標により個人

65歳
地域

藤原 動能力指標得点の変動一生活 日本公
既存 レベルで評価し，「介護予防事 279 （一般内科， ほか 2003 機能の個別評価に向けた検討 衛誌 以上 外来患者）業」等の保健事業に活用する際
の基礎資料を得ること

地域高齢者における身体活動
地域高齢者における日常の身体

自治体調査田中 日本公
既存
活動レベル(PhysicalActivity 70歳

428 地域10 
ほか
2006 量と身体，心理，社会的要因と

衛誌 Level:PAL)と身体・心理および 以上 員
の関連

社会的要因との関係を検討

在宅高齢者の運動習慣の有無を
調査し，それぞれの身体・認

65歳
理学療法

村田 在宅扁齢者の運動習慣と身 行動医
既存
卸・心理機能を比較することで 181 地域 士，社会福11 ほか 2009 体・認知・心理機能との関連 学研究 在宅高齢者の運動習慣が身体・ 以上

祉士ほか
認知・心理機能に及ぼす影馨を
検討

地域在宅高齢者の身体・認 高齢者を対象にウォーキング介
地域

村田 知・心理機能に及ぼすウォー 理学療
既存
入を行ない，その介入が身体・ 65歳

192 (MMSE20 12 ほか 2009 キング介入の効果判定一無作 法科学 認知・心理機能に及ぼす効果に 以上
点以上）為割付け比較試験一 ついて検討

在宅高齢者の自己実現尺度の Iレーテ 在宅扁齢者の自己実現尺度を開
開発の研究―自己実現尺度翡lル学院 発すること（自己実現尺度：SAT-

65~ 
1,120 地域 本人13清重 2009 開発

80歳発と自己実現概念の操作的定 研究紀
17) 

義一 要

地域裔齢者の外出に対する自己
効力感を測定する尺度(self-

山崎 地域高齢者の外出に対する自 日本公
開発
efficacy scale on going out among 65歳

2,627 地域 本人14 ほか 2010 己効力感尺度の開発 衛誌 community-dwelling elderly: 以上
SEGE)を開発し，その信頼性と妥
当性を検証

高齢者の認知機能と身体機能と
の関連性について検討し，認知

94地（介域護保険手 高゚齢者における認知機能と身 体力科 磯能を強く反映する身体機能要 65~ 
15 ほか 201 体機能の関連性の検討 邑子 既存

素を抽出することで，認知機能 87歳 適用なし）
低下や認知症の予防に資する具
体的な情報をえる

健聴から軽度，中等度の難聴の
高齢者を主な対象者と想定した

石岡 2 高齢者を対象とした聴力の主 老年社
聴力の主観評価尺度を作成する

60歳
186地域 本人開発 こと。加齢に伴って聞こえの困16 ほか 201 銀的尺度の作成 会科学

難さを自覚しやすい日常場面を 以上

用いた7項目からなる尺度を作

成

ヘルス
地域

プロ 地城在住の扁齢者を対象にQOL
60歳

(MMSE20 
岩瀬 4 地域在住高齢者のQOLと身体 モー

既存 を総合的に評価し，各種身体機 145点未満と腰17 ほ力ヽ 201 機能との関係 ション
能との閣係について検討

以上
痛ありを除理学法
外）研究
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手段的自立：バス・電車を使っ
ての外出，日用品の買物，食事

の用意，請求藝の支払い，預貯

金の管理
知的能動性：年金などの吾類記
入，新枕を読んでいる，本・雑

誌を読んでいる，健康番組・記
事への関心

身体活動量PhysicalActivity 
歩行，食事，排泄，入浴，着替え

凝次生活機能：老研式活動能力 健康度自己評価，
Level：中強度のスポーツなど余暇 指標（総得点と手段的自立，知 MMSE 抑うつ度(GDS短縮版）ほか，

活動，家事，仕事などの日常活翫
ほか(5)

的能動性，社会的役割） 生活習慣（飲酒・喫煙）

握力，大腿四頭筋筋力，足把持力，
MMSE, 

主観的健康観，生活満足度，生

長座体前屈距離，歩行速度ほか， 老研式活動能力指標
注意力TMT-B

きがい感，人間関係に関する満
運動習慣 足度

食事の支度，金銭の管理，交通
主観的健康観，生活満足度，生

握力，下肢筋力，柔軟性，片足立ち 手段の利用，知的能動性，社会
きがい感，人間関係に対する瀾

保持時間ほか 的役割ほか(13，老研式活動能
足度(VAS使用）

力指標）

自己実現度(SAT-17)(17)
他者との関係性能力の社会的
活用意欲と活用度(4)，毎日の生

活を楽しんでいる程度(4)
個人の生活：希望を実現する意
欲の強さ(4)，主銀的健康度(3),
自分の人生を大切にする程度
(2) 

家族や友人に止められても自
分が外出したければ外出でき
る，歩きにくい所やすべりやす
い所を通る場合でも外出でき
る，目的なしの外出ができる，
仕事や人の世話のために外出
でぎるほか

厚労省基準(3)：握力，開眼片足立
MMSE, 

ちほか巧緻性（3)手指動作ほ
ファイブ・コグ検査（注意：

か筋力(2)：握力ほか平衡性(3): 文字位置照合検査，記憶：カテ
講眼片足立ちほか柔軟性(2)：長 ゴリー手掛かり再生課題，視
座体前屈ほか歩行能力(2)：タイ 空間．時計課題，言語．言語流
ムドアンドゴーほか反応能力

暢性課題，思考：類似課題）
(2)：全身単純反応時間ほか

聞ごえの困難さを感じる状況
(7)普通の会話，電話での会
話，騒がしい部屋での会話，音
源定位，生活音ほか

握力，大腿四頭筋筋力，上体起こ
主親的健康観，生活満足度，生

し，背筋力，長座体前屈，片足立ち
きがい感，人間関係に対する満

保持時間，歩行，TimesUp and Go 
足度

test 


